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要  旨 
 
本研究グループでは、これまで地域・都市の構造の分析と、交通部門における人的・物的

輸送、インフラ整備における対応およびそのあり方の分析を通じて、地域・都市交通におけ

る統合的交通政策の研究を進めることで成果を発表してきた。今年度は地域圏・都市圏の交

通整備に関する組織連携のあり方、インバウンド観光への交通整備・運営上の対応、地域公

共交通（バス）政策に関するテーマの、3本の論文をもって報告書とする。 

第１章「大都市圏の連携組織のあり方に関する一考察―OECD の大都市圏と連携中枢都市圏

を対象に―」：都市化の進展に伴い、交通政策や都市計画等の政策は、個々の自治体よりも大

都市圏を対象にして実施する方が有効であるという理解が深まっている。第 1章では、この

ような認識の下で、大都市圏における政策連携のための自治体間の連携組織のあり方につい

て、OECD が行った調査・分析の成果と日本の連携中枢都市圏を取り上げ、とりわけ総合交通

政策など大都市圏レベルでの連携の意義と課題について検討する。 

第２章「インバウンド観光の地域分布と民泊・交通手段による影響」：2012 年以降、訪日

外国人旅行者が急増する中で関西の存在感が高まっていることとを旅行者の地域分布と空港

やクルーズ船など交通機関の関係から明らかにしたものである。訪日外国人の中でも中国、

香港、韓国、台湾の近隣 4 ヶ国・地域の比重が高まっており、これらの旅行者は関西国際空

港を通じて入国する傾向が強く、その入り口である関西の滞在機会が増している。 

第３章「地域交通の現状と課題に関する一考察 ―公共交通の意味と公的主体の役割及び

九州地方に着目して―」：地方における公共交通の現状を、長崎県を事例対象としてフィール

ドワークを実施した結果などを踏まえて考察を行った。その際に、公共交通の「公共性」に

ついて従来の理論を整理したうえで、現行法などにおける位置づけにも言及しつつ考察を

行った。やはり自動車普及が高い中で、高齢者あるいは観光客等の来訪者を考えた場合に、

公共交通の必要性を考え、交通政策における公的主体における役割について再確認を行った。 
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